
議案第４号  

 

   白井市職員定数条例及び白井市行政組織条例の一部を改   

正する条例の制定について  

 

白井市職員定数条例及び白井市行政組織条例の一部を改正する条

例を次のように制定する。  

 

  令和６年２月１３日提出  

 

           白井市長  笠 井  喜 久 雄    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   提案理由  

 本案は、白井市行政組織の再編に伴い、条例の一部を改正するも

のです。  
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   白井市職員定数条例及び白井市行政組織条例の一部を改正す

る条例  

 

 （白井市職員定数条例の一部改正）  

第１条 白井市職員定数条例（昭和４３年条例第１５号）の一部を

次のように改正する。  

  第２条第１号中「３１５人」を「３５０人」に改め、同条第２

号 及 び 第 ３ 号 中 「 ５ 人 」 を 「 １ ０ 人 」 に 改 め 、 同 条 第 ６ 号 中  

「 ４ ５ 人 」 を 「 ５ ０ 人 」 に 改 め 、 同 条 第 ７ 号 中 「 ８ ５ 人 」 を  

「４０人」に改める。  

  第４条中「第３条」を「第２条」に改め、同条第１号を次のよ

うに改める。  

    臨時的に任用された職員  

 （白井市行政組織条例の一部改正）  

第２条 白井市行政組織条例（平成１５年条例第３号）の一部を次

のように改正する。  

  第１条に次の１項を加える。  

 ２ 前項に掲げる部のほか、未来創造戦略室を置く。  

  第２条第３号カを削り、同条に次の１項を加える。  

 ２ 未来創造戦略室の事務分掌は、企業等の立地促進及び新産業

の創出に関することとする。  

   附 則  

 この条例は、令和６年４月１日から施行する。  
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議案第４号資料 

○白井市職員定数条例及び白井市行政組織条例の一部を改正する条例 

（第１条関係）白井市職員定数条例（昭和４３年条例第１５号）新旧対照表 

改 正 案 現  行 

（略） （略） 

（職員の定数） （職員の定数） 

第２条 職員の定数は、次に掲げるとおりとする。 第２条 職員の定数は、次に掲げるとおりとする。 

(1) 市長の事務部局の職員 ３５０人 (1) 市長の事務部局の職員 ３１５人 

(2) 議会の事務部局の職員 １０人 (2) 議会の事務部局の職員 ５人 

(3) 選挙管理委員会の事務部局の職員 １０人 (3) 選挙管理委員会の事務部局の職員 ５人 

(4)・(5) （略） (4)・(5) （略） 

(6) 教育委員会の事務部局の職員 ５０人 (6) 教育委員会の事務部局の職員 ４５人 

(7) 教育委員会の所管に属する学校その他の教育機関の職員 

４０人 

(7) 教育委員会の所管に属する学校その他の教育機関の職員 

８５人 

(8) （略） (8) （略） 

（略） （略） 

第４条 次の各号に掲げる職員は、第２条に掲げる定数外にある

ものとする。 

第４条 次の各号に掲げる職員は、第３条に掲げる定数外にある

ものとする。 

(1) 臨時的に任用された職員 (1) ６月以内の期間を定めて雇用される職員 

(2)～(5) （略） (2)～(5) （略） 

（略） （略） 

 

（第２条関係）白井市行政組織条例（平成１５年条例第３号）新旧対照表 

改 正 案 現  行 

（設置） （設置） 

第１条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１５８条第１

項の規定により、市長の権限に属する事務を分掌させるため、

次の部を置く。 

第１条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１５８条第１

項の規定により、市長の権限に属する事務を分掌させるため、

次の部を置く。 

(1)～(6) （略） (1)～(6) （略） 

２ 前項に掲げる部のほか、未来創造戦略室を置く。 （新設） 

（事務分掌） （事務分掌） 

第２条 部の事務分掌は、次のとおりとする。 第２条 部の事務分掌は、次のとおりとする。 

(1)・(2) （略） (1)・(2) （略） 

(3) 市民環境経済部 (3) 市民環境経済部 

ア～オ （略） ア～オ （略） 

              カ 企業誘致に関すること。 

(4)～(6) （略） (4)～(6) （略） 

２ 未来創造戦略室の事務分掌は、企業等の立地促進及び新産業

の創出に関することとする。 

（新設） 

（略） （略） 
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